
 Ⅱ　予算の概要

 (対前年度比 ▲399億55百万円)

(単位　百万円)

※地方財政計画の規模（通常収支分・水準超経費除き）は、＋１.６％の伸びとなっています。

《参考》当初予算規模の推移（一般会計）
(単位　億円)

○ １，５３７億１６百万円 （＋ 87億53百万円、＋ 6.0％）

３１３億　６百万円 （＋ 34億14百万円、＋12.2％）

３７６億４６百万円 （＋ 57億53百万円、＋18.0％）
(５０億７６百万円    ※清算後ベース)

○ １，７２０億　０百万円 （▲ 10億 0百万円、▲ 0.6％）

○ ６６０億２０百万円 （▲169億62百万円、▲20.4％）

○ ８００億６２百万円 （▲237億28百万円、▲22.9％）

３２０億６２百万円 （▲183億81百万円、▲36.4％）

○ １，８２８億１４百万円 （▲ 24億 8百万円、▲ 1.3％）

○ １，１５３億５７百万円 （＋ 36億21百万円、＋ 3.2％）

○ ４１５億４９百万円 （＋ 12億12百万円、＋ 3.0％）

○ ４２５億２５百万円 （▲425億25百万円、▲50.0％）

○ １，５４４億　８百万円 （▲115億71百万円、▲ 7.0％）

○ ５４９億　３百万円 （＋ 75億53百万円、＋16.0％）

[Ｈ26末見込額]

○ １兆２，８６９億７９百万円 （＋ 27億61百万円）

８，０００億１３百万円 （▲244億51百万円）

公共事業関係費

施 策 的 経 費

税 関 係 交 付 金

県 債 残 高

県 債 全 体

う ち 一 般 分

歳 出 予 算

給 与 関 係 経 費

公 債 費

扶 助 費

うち地方消費税

(税率引上げ分)

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 債

う ち 一 般 分

－ 当初予算の主な内訳（一般会計）－

歳 入 予 算       《 予 算 額 》         《対前年度比》

県 税

う ち 法 人 二 税

7,141 7,112 7,464 6,952 6,933 6,533

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

当初
予算 7,457 7,305 7,208 7,102

区分 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21

当 初 予 算 規 模
（ 一 般 会 計 ）

653,304 693,259 ▲39,955 ▲5.8 ％

 １　平成26年度当初予算の規模等

一般会計予算規模　６，５３３億４百万円

区　　　分 平成26年度 平成25年度 増 減 額 増 減 率
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(1) 自主財源・依存財源別内訳
(単位　百万円)

(単位　百万円)
一般財源・特定財源別内訳

8,856

153,716 23.5

依

存

財

源

％

6,403

7.3

▲39,955

 ２　歳入の状況（一般会計）

36.6

▲7.9

％ 144,963

特
定
財
源

▲5.8

県債（上 記 以 外） ％

％

％ ▲37,215 ▲9.7 ％

合　　　計 653,304 100.0 ％

％653,304 100.0 ％ 693,259 100.0 ％ ▲39,955 ▲5.8

％

31.3 ％

693,259 100.0

計 345,486 52.9 ％ 382,701

▲18,428 ▲36.5

(2)

県 税

48,000 7.3 ％ 53,300 7.7 ％ ▲5,300 ▲9.9

％ 8,753 6.0

％50,490

63.4

％

地 方 譲 与 税

県 債

％

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

172,000 26.3 ％ 173,000 24.9

％

％

％▲18,381％

％ ▲23,728

う ち 特 別 分

2.3

計 307,818 47.1 ％

55.2

％ ▲2,740 ▲0.9

32,062 4.9 ％

％ 4,494

66,020 10.1

20.426,536 4.1 ％ 22,042 3.2

％

▲36.4

％

％ ▲900 ▲9.5

諸 収 入 78,088 12.0

5.0繰 入 金

％ ▲5,289 ▲32.7 ％10,900

％ 86,260

1.3 ％ 9,500 1.4

1.7 ％ 16,189

▲5,493

自

主

財

源

20.9 ％ 6.0 ％

％ 38,012 5.5

％

％32,519

8,600

地方消費税清算金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

うち財調・減債基金

うち経済対策関連基金

財 産 収 入

8,753

29,667 4.5 ％ 26,797 3.9

増減率
区　　　分

Ｈ26当初予算 Ｈ25当初予算 比　　較

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額

％ 2,870

1.3 ％ 7,547 1.1 ％ 841

2,818 ▲20

8,388

県 税 153,716 23.5 ％ 144,963

2,622

0.4 ％

％

10.7 ％

0.4 ％ 4,141 0.6 ％ ▲1,519 ▲36.7 ％

11.1 ％

2,838 0.4 ％ ▲0.7 ％

％

％ ▲1,000 ▲0.6 ％

451 0.1 ％ 457 0.1 ％ ▲6 ▲1.3 ％

417 0.1 ％ 430 0.1 ％ ▲13 ▲3.0

▲14.5

12.4 ％ ▲8,172 ▲9.5

310,558 44.8

74,708 11.4 ％

82,982 11.9 ％ ▲16,962 ▲20.4

48,000 7.3 ％ 53,300 7.7 ％ ▲5,300 ▲9.9

▲21.0

う ち 一 般 分 50,443 7.3

▲22.9 ％80,062 12.2 ％ 103,790 15.0

％

84,975 12.2 ％ ▲10,267

9.4 ％

計 448,596 68.7 ％ 439,740

そ の 他 74,880 11.6 ％ 68,477

2.0 ％

国 庫 支 出 金 65,168

▲12.1

9.9 ％

％

173,000 24.9 ％ ▲1,000 ▲0.6

そ の 他 32,770 5.0 ％

32,062 4.9 ％

％

％ ▲48,811 ▲19.3 ％

合　　　計

諸 収 入

172,000 26.3 ％

％20.9

県債（臨時財政対策債）

増減率
区　　　分

Ｈ26当初予算 Ｈ25当初予算 比　　較

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額

一
般
財
源

地 方 交 付 税 ％

計 204,708

％

10.0 ％ 82,484 11.9 ％ ▲17,316

35,570 5.2 ％ ▲2,800

253,519

※特別分の県債：地方交付税の振替又は補てん措置として発行
する県債（臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債）０

※ 
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(3) 主な歳入の状況

【県　税】　国の経済対策や金融政策などを背景に、企業収益が改善していることから、

　　法人二税について増収が見込まれるほか、地方消費税率引上げによる増収を見込んで

　　おり、一方で、自動車取得税の税率引下げによる減収等が見込まれるものの、前年度

　　当初予算に比べ、88億円増（＋6.0％）の1,537億円となっています。

　　　ただし、ピーク時の平成20年度（1,973億円）に比べれば、まだ８割弱の水準です。

【地方消費税清算金】　地方消費税率の引上げに伴い、前年度に比べ、29億円増（＋10.7

　　％）の297億円となっています。

【地方譲与税】　企業収益の改善による地方法人特別譲与税の増等により、45億円増（＋

　　20.4％）の265億円を見込んでいます。

【地方交付税】　地方財政計画では、社会保障の充実分等を含め、一般財源総額は前年度

　　を相当程度上回る額が確保されていますが、地方税収も増加することを前提として、

　　国の地方財政対策が講じられていることから、前年度に比べ、10億円の減（▲0.6％)

　　となる1,720億円を見込んでいます。

【国庫支出金】　骨格予算の編成により、補助公共事業費が大幅に減少していることなど

　　から、前年度に比べ、170億円減（▲20.4％）の660億円となっています。

【使用料及び手数料】　高校授業料の不徴収制度から就学支援金制度への変更や、消費税

　　率引上げ分の転嫁等により、前年度に比べ、８億円の増（＋11.1％）となっています。

【繰入金】　国の経済対策に関連する基金については、新たに「農業構造改革支援基金」

　　を設置しますが、既存基金の事業期間の終了や基金活用事業の進捗に伴い、活用額の

　　総額は、前年度に比べ、53億円の減となる109億円を予定しています。

【県　債】　公共事業等の財源に充てる一般分の県債は、骨格予算の編成に伴う公共事業

　　関係費の減や「地域経済活性化・雇用創出臨時特例基金」の活用等により、前年度に

　　比べ、184億円の減（▲36.4％）となっており、特別分等と合わせた発行総額も、237

　　億円減少（▲22.9％）しています。

　　　この結果、平成26年度末の県債残高見込額は１兆2,870億円となっており、このうち、

　　一般分は8,000億円で、平成15年度以降続く残高の減少基調を維持しています。

自主財源 依存財源 一般財源 特定財源

一般財源・特定財源別構成図自主財源・依存財源別構成図

地 方 

交付税 

26.3% 

県 税 

23.5% 
県 債 

(臨財債) 

7.3% 

その他 

11.6% 

諸収入 

11.4% 

国 庫 

支出金 

10.0% 

県 債 

4.9% 

その他 

5.0% 

県 税 

23.5% 

諸収入 

12.0% 

繰入金 

5.0% 

その他 

6.6% 

地 方 

交付税 

26.3% 

県 債 

12.2% 

国 庫 

支出金 

10.1% 

その他 

4.3% 
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(1) 主要項目別内訳
(単位　百万円)

※県営建築事業費等には、その他の投資的経費を含む。

(2) 目的別内訳
(単位　百万円)

民 生 費

％ 6.8

総 務 費 4.4

▲5.8

 ３　歳出の状況（一般会計）

合　　　計 ▲5.8

一 般 行 政 経 費 ％

0.0

29,217

88,027

％

13.8 ％

税 関 係 交 付 金 8.4 ％ ％

議 会 費

％

％

1,507

28,818

0.2 ％ 0.2 ％

100.0 ％

6.8

県 営 建 築 事 業 費 等 1.1 ％ 0.9 ％

％ 12.3 ％

25.1 ％ 23.8

％

▲1.4

693,259

6

▲399

2,299

▲3,193

▲1,430

▲8,580

▲9,135

▲33,485

153

711

1,924

3,621

7,553

0

▲39,955

％

％ 100.0

90,326

1,501

▲39,955

54,903

200

653,304 100.0 ％

47,350

▲7.0

46,548

154,408

399

施 策 的 経 費 23.6 ％

％予 備 費 0.0 ％ 0.0

7,553

0

16.0 ％

22.77,318 1,355

46,149

5,963

補助公共・直轄事業負担金 73,597

扶 助 費 6.4 ％ 5.8 ％ 3.041,549 1,212

5.6 ％ 10.6 ％ ▲50.036,799 ▲36,798

公 共 事 業 関 係 費 6.5 ▲50.042,525 ▲42,52585,050

40,337

2.8 ％ ▲4.8う ち 退 職 手 当 18,689 ▲93919,6282.9 ％

公 債 費 17.7 ％ 16.1 ％ 3.2115,357 3,621111,736

％ ▲0.9う ち 職 員 給 与 費 163,798 ▲1,417165,215

構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 増減率

給 与 関 係 経 費 28.0 ％ 26.7 ％ ▲1.3 ％182,814 ▲2,408

区　　　分
Ｈ26当初予算 Ｈ25当初予算 比　　較

予 算 額

185,222

653,304

111,736

47,350

200

16.0 ％

予 備 費 0.0 ％

3.2 ％

諸 支 出 金 8.4

0.0 ％

合　　　計 100.0

公 債 費 17.7 ％ 16.1

0.0

％115,357

54,903

200

災 害 復 旧 費 1.1 ％ 0.8 ％ 36.8 ％

教 育 費 22.3 ％ 20.9 ％ 0.5145,463

7,154

144,752

5,230

警 察 費 5.9 ％ 5.6 ％ 0.4 ％

土 木 費 7.1 ％ 11.6 ％ ▲41.846,592

38,653

80,077

38,500

商 工 費 10.8 ％ 11.4 ％ ▲11.5 ％

農 林 水 産 業 費 4.6 ％ 5.5 ％ ▲22.429,781

70,140

38,361

79,275

％

労 働 費 0.6 ％ 0.8 ％ ▲25.7 ％

衛 生 費 3.1 ％ 3.4 ％ ▲13.620,285

4,125

23,478

5,555

12.7 ％ 2.6 ％

▲11,571

5,726 11,453 ▲5,727

増減率

2,409

％

23.9 ％

200

693,259

％

4.2 ％

7.1 ％ 6.7 ％ 0.9

165,979

区　　　分
Ｈ26当初予算 Ｈ25当初予算 比　　較

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額

災 害 復 旧 事 業 費 1.2 ％ 0.8 ％ 45.77,682

0.9 ％ 1.7 ％単 独 公 共 事 業

％

％

％

％

％

％

％

％

％

0.4 ％

▲50.0

5,273

％

％

％

％

％

※ 
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(3) 主な歳出の状況（主要項目別）

【給与関係経費】　職員給与費は、組織再編や事務事業の見直しを通じた適正な定員管理

　　等により、前年度に比べ、14億円減（▲0.9％）の1,638億円となっており、15年連続

　　で減少しています。

　　　また、退職手当については、定年退職者数の減少等から、９億円の減（▲4.8％）と

　　なっています。

【公債費】　特別分の県債である臨時財政対策債の償還額の増大等により、1,154億円と、

　　前年度に比べ、36億円の増（＋3.2％）となっています。

【扶助費】　社会保障制度改革における各種制度の拡充や、支給対象者の自然増等により、

　　前年度に比べ、12億円増（＋3.0％）の415億円となっています。

【公共事業関係費】　補助公共・直轄事業負担金については、骨格予算につき、年度当初

　　からの執行が必要な継続箇所を中心として、前年度に比べ、368億円の減（▲50.0％）

　　となる368億円を計上しています。また、単独公共事業も同様に、前年度に比べ、57億

　　円減（▲50.0％）の57億円を計上しています。

　　　なお、平成26年度の上半期執行額については、平成25年度３月補正予算で措置する

　　経済対策関連分やその他の繰越事業と合わせ、十分な確保を図っています。

【県営建築事業費等】　公共施設の耐震化事業等を進めるため、前年度に比べ、14億円の

　　増（＋22.7％）となっています。

【一般行政経費】　引き続き、内部経費の削減や事業の効率化に努めた一方で、介護保険

　　財政安定化基金貸付金等の義務的支出が増加したため、前年度に比べ、４億円増（＋

　　0.9％）の465億円となっています。

【施策的経費】　国の経済対策や社会保障・税一体改革への対応など、喫緊に取り組むべ

　　き課題については、所要の経費を予算計上していますが、その他の新規事業や政策的

　　な判断を要する経費は、今後の「肉付け予算」において追加措置することとしており、

　　このため、当初予算では、前年度に比べ、116億円の減（▲7.0％）となっています。

【税関係交付金】　地方消費税収の増に伴う清算金や市町交付金の増加により、前年度に

　　比べ、76億円の増（＋16.0％）となっています。

義務的な経費

主 要 項 目 別 構 成 図 目 的 別 構 成 図

給与関係 

経 費 

28.0% 

公債費 

17.7% 

扶助費 

6.4% 

税関係 

交付金 

8.4% 

公共事業 

関係費 

6.5% 

一般行政 

経 費 

7.1% 

施策的 

経 費 

23.6% 

その他 

2.3% 

教育費 

22.3% 

公債費 

17.7% 

民生費 

13.8% 

商工費 

10.8% 

諸支出金 

8.4% 

土木費 

7.1% 

警察費 

5.9% 

農林 

水産業費 

4.6% 

総務費 

4.4% 

衛生費 

3.1% 

その他 

1.9% 
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(4) 性質別内訳
(単位　百万円)

平成26年度当初予算のプライマリーバランス（全体）…………………………………………………………………………………………………

(※公債費－県債発行額により算出)0

○うち一般分の県債に係るもの …………………………………………………………………………………………………………………………………

○うち特別分の県債に係るもの …………………………………………………………………………………………………………………　

《参考》プライマリーバランスの推移（当初予算ベース）
(単位　億円)

県 債 全 体

う ち 一 般 分

う ち 特 別 分

区　　分

その他の経費計

％ ▲9,380 ▲11.4 ％

2.1 ％

98,829 15.1 ％ 101,671 14.7 ％ ▲2,842 ▲2.8
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 ４　プライマリーバランスの状況（一般会計）

３５３億円の黒字

５７７億円の黒字

２３３億円の赤字

▲320 ▲321▲183 ▲135 ▲78 ▲114 ▲358 ▲509 ▲349

90 165 89 ▲105 ▲201 ▲117 4 79
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